Practical Use of Unused Capacity Information and Product Costing by 山北, 晴雄 & Yamakita, Haruo
― 目　　　　次―
はじめに
Ⅰ　全部原価情報の利用と未利用キャパシティ
１．全部原価情報の有用性
２．Klammerのキャパシティ・モデルにおける製品原価計算アプローチ
３．事例の前提条件
Ⅱ　キャパシティ・モデルによる製品原価計算
１．未利用キャパシティの抽出
２．未利用キャパシティ発生の回避　
３．未利用キャパシティの活用
おわりに
はじめに
1990年代以降のキャパシティ・コストに関する問題は、いかにキャパシティを効果的に
利用するかに焦点が当てられてきた（McNair et al.,2000,ｐ.136）。Cooper and Kaplan
（1992）は、AＢCシステムによりアクティビティを介してキャパシティの利用部分と未利
用部分を認識し、未利用キャパシティの測定方法を示した。また、Klammer（1996）は
CAM-Ｉモデルを提示して企業の理論的キャパシティを生産キャパシティ、非生産キャパ
シティおよびアイドルキャパシティに分類し、未利用キャパシティの測定を試みた。
こうして測定された経営資源の使用コストや未利用コスト情報の利用について、
Cooper and Kapln（1992）は「製品生産量と製品ミックスにおける変化の関数としてア
クティビティの需要の変化を監視、予想」し、「キャパシティの不足あるいは超過の発生
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を予想して経営者の意思決定を修正することにより、アクティビティの需要と供給を均衡
するよう導くことができる」と述べる（Cooper and Kaplan,1992,pp.2-3）。すなわち、未
利用コスト情報を利用して経営者の意思決定を修正し、企業の収益性を向上させるよう導
くものである。
本稿では、未利用キャパシティに関する情報を手がかりとして、経営者の全部原価情報
による意思決定の修正問題をとりあげる。Balakrishnan and Sivarakrishnan（1996）が各
製品にキャパシティのコストを割り当てる価値を考察した事例について、未利用キャパシ
ティの発生、回避および活用の視点から新たな事例のもとで再整理したものである。すな
わち、製品の全部原価情報を利用して意思決定をする場合に生じる未利用キャパシティの
発生プロセスと、未利用キャパシティを回避ないし活用するプロセスについて事例を通し
て確認し、全部原価情報の修正の必要性を考察する。
Ⅰ　全部原価情報の利用と未利用キャパシティ
１．全部原価情報の有用性
製品の全部原価は長期の製造原価の測定方法と考えられているため、全部原価は、ある
製品を製造するためにどの程度の量のキャパシティを投入すべきか、その製品を工場の製
品ミックスに含めるべきかどうか、を決定するための基準として用いられてきた。つまり、
全部原価は、工場におけるキャパシティの投入問題や製品ミックスの決定を、単純な製品
レベルの問題に分解することを可能にするものと考えられてきたのである。
この考え方を理論的に証明したのが、Banker and Hughes（1994）である。Banker
and Hughes（1994）の仮説の中の工場では、経済的損失を発生させることなくキャパシ
ティの投入や製品ミックスの決定問題を単純な製品レベルの問題に分解できるため、全部
原価を使用することが可能となる。ここで、Banker and Hughes（1994）の仮説の重要
な仮定は、「キャパシティとなる資源量が短期的に変更可能である」という点である
（Balakrishnan and Sivarakrishnan,1996,pp.1-2）。この仮定ではキャパシティが不足する期
間にその水準を一時的に増加させることができるが、そうした経営行動はキャパシティの
投入問題を考えるときにキャパシティを取得するよりもコストがかかる、ということを意
味する。
Banker and Hughes（1994）のモデルではまた、資源量を決定する時点でキャパシテ
ィとなる資源を取得することは、それぞれの期間の必要に応じて資源を取得するよりも低
コストであると仮定する。したがって、企業では実際の需要が判明する前に資源を投入し
ようとするのである。Banker and Hughes（1994）のモデルはさらに、製品価格が、必
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要とされる追加的なキャパシティに関連したコストをまかなうのに十分なほど高いと仮定
する。これらの仮定はともに、会社が必要なときにはいつでも追加的なキャパシティを取
得できることを保証するものである。その結果、キャパシティとなる資源の機会原価は、
それぞれの期間にわたって一定になり、未利用キャパシティは発生しない。
しかし、実際問題としてキャパシティとなる資源の中には、ひとたび投入されると短期
的に変更不可能な資源も多く存在する。たとえば、工場における専用機械のような資源は
短期的に変更することは困難である。ここで問題となるのは、キャパシティとなる資源が
短期的に固定されている場合に発生する未利用キャパシティである。この未利用キャパシ
ティにかかるコストが製品に配賦されることによって、キャパシティの投入や製品ミック
スの決定問題の解決に大きな影響を与えることになるからである。
２． Klammerのキャパシティ・モデルにおける製品原価計算アプローチ
多くの企業にとって、経営のさまざまな場面で製品原価情報は欠かせない情報である。
しかし、製品の全部原価情報は、しばしば適切な製品原価情報を提供しないこともある。
その理由のひとつとしてあげられるのが未利用キャパシティの存在である。つまり、製造
間接費の配賦計算を通じて算定される製品の全部原価の中には、未利用キャパシティにか
かるコストが含まれることがある。本来、未利用キャパシティは企業の管理部門が主要な
責任を持ち、未利用キャパシティの発生を回避し、さらには有効な活用策を考えなければ
ならない。
キャパシティ・モデルにおいて、先にあげた未利用キャパシティにかかるコストは期間
原価として取り扱われる（図表１）。これら未利用キャパシティコストは、企業経営を継
続するためのコストとして発生するが、製品を製造したりサービスを提供したりするコス
トではないからである。期間原価として扱う考え方によれば、製品原価には生産プロセス
で使われたキャパシティだけが含まれ、製造部門の責任者は未利用キャパシティの責任を
有しない（図表２）。
たとえば、製品の全部原価の10％が未利用キャパシティに起因しているということがわ
かれば、経営者は当然この未利用キャパシティを除去したり、活用したりすることを考え
ていかなければならない。これら未利用キャパシティはアイドルではあるが、使用できる
キャパシティなのである。
３．事例の前提条件
次に、「製品原価に算入しない未利用キャパシティ」が生じる事例を取りあげ、未利用
キャパシティの発生プロセスおよび未利用キャパシティを回避ないし活用するプロセスを
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図表１　キャパシティコストと製品原価 
図表２　全部原価計算とキャパシティ・モデルによる製品原価例
全部原価計算　　　　キャパシティ・モデル
トータルコスト 1,000円 1,000円
アイドルキャパシティコスト ― 100円
製品原価 1,000円 900円
生 産 量 100円 100円
単位当たり製品原価 10円 9円
考察する。事例として取りあげる会社は、デジタルファクトリー化の進展を背景に、プリ
プレス工程を中心にキャパシティコストが著しく増加している印刷工場（プリプレス工程
およびプレス工程のみ保有）である（1）。２種類の製品（製品Ａと製品Ｂ）の生産のために、
２種類の資源（プリプレス設備およびスタッフと、プレス設備およびスタッフ）を使用す
る。期間は連続する２期間を考える。それぞれの製品の生産に必要な資源と、資源単位当
たりの取得コストは、キャパシティの投入段階で知られている。
両資源のキャパシティの水準は、期間１のスタート時点で選択する。そして、キャパシ
ティとなる資源は期間２のスタート時点において、投入されたキャパシティを増加させる
という選択肢を持たない。つまり、キャパシティとなる資源は短期的に変更不可能である
と仮定する。その他に、資源が２期間にわたって不足することはないこと、貨幣の時間価
値を考慮しないこと、他のすべてのコストはゼロであること、価格は所与であること、在
庫は保有しないことを仮定する。
図表３は、製品価格、それぞれの製品の製造に必要な資源、資源単位当たりの取得コス
トのデータを示している。この取得コストは、一度キャパシティの水準が選択されれば固
定される。５時間のプリプレス時間と25時間のプレス時間のキャパシティとなる資源の束
は２期間続き、それぞれの期間において１部の印刷物を生産することができる。製品Ａの
１部当たりの全部原価をＦＣＡ、製品Ｂの１部当たりの全部原価をＦＣＢとすると、それ
ぞれの製品の全部原価は次のように計算される。
２ＦＣＡ＝５作業時間×40円／作業時間＋25機械時間×80円／機械時間
＝＞ＦＣＡ＝1,100円／部
２ＦＣＢ＝４作業時間×40円／作業時間＋15機械時間×80円／機械時間
＝＞ＦＣＢ＝680円／部
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プリプレス時間（LH） プレス時間（MH） 製 品 価 格 
図表３　製品A、製品Bと資源に関するデータ 
Ⅱ　キャパシティ・モデルによる製品原価計算
１．未利用キャパシティの抽出
ここでは、未利用キャパシティが発生するケースを考察するため、それぞれの製品にと
っての需要が、与えられた期間に一定倍率で変化すると仮定する。図表４は、仮定された
需要パターンを示しているが、このケースでは期間２においてそれぞれの製品につき、そ
の需要量が２倍になると仮定する。
今、「全部原価は、キャパシティの投入と製品ミックスの決定問題を単純化するのに有
用である」と仮定してこの問題を考察していく。この仮定の下では製品Ｂの利益はマイナ
スであるため、会社は製品Ｂのためにキャパシティを投入しようとはしない。一方、製品
Ａの利益はプラスであるため、期間２の需要を満たすために製品Ａを100部生産するのに
必要なキャパシティを投入することにする。
全部原価情報により意思決定した場合には、製品Ａを期間１に50部、期間２に100部、
計150部生産することになり、その結果95,000円の利益を得ることになる。製品原価には
未利用キャパシティコストを含むため、損益計算書は【Ａ案】のように示される。
【Ａ案】未利用キャパシティの抽出
期間１　　　　　　　　　期間２　　　　　　　合計
売 上 高 2,100円／部×50部 2,100円／部×100部 315,000円
＝105,000円 ＝210,000円
製品原価 220,000円
利　　益 95,000円
ここで、全部原価による損益計算書とキャパシティ・モデルによる損益計算書を作成し
て比較すると次のとおりである。キャパシティ・モデルによる損益計算書により、未利用
キャパシティの発生が確認できる。製品原価から未利用キャパシティコストを分離するこ
とにより、未利用キャパシティの活用に向けた経営者への注意を喚起することが可能とな
る。このケースでは、未利用キャパシティコスト55,000円の回避ないし活用である。
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図表４　期間2で需要が2倍になるケース 
全部原価　　　　　　キャパシティ・モデル
売 上 高 315,000円 315,000円
製品原価 220,000円 165,000円
差　　引 95,000円 150,000円
未利用キャパシティコスト ――― 55,000円
利　　益 95,000円 95,000円
このときのキャパシティの動きについて考察する。需要量：期間１（Ａ50部、Ｂ25部）、
期間２（Ａ100部、Ｂ50部）のもとで、製品Ａのみ（１期50部、２期100部）を製造・販売
した場合の、ｉ．期間１において準備されたキャパシティ、ii．利用キャパシティ、iii．
未利用キャパシティ、iv．キャパシティコスト、ｖ．未利用キャパシティコストは、それ
ぞれ次の通りである。
ｉ．期間１において準備されたキャパシティ
＜期間１＞
プリプレス：製品Ａ　1,005H/２部×100部＝ 250H
プレス　　：製品Ａ　1,025H/２部×100部＝ 1,250H
＜期間２＞
プリプレス：製品Ａ　1,005H/２部×100部＝ 250H
プレス　　：製品Ａ　1,025H/２部×100部＝ 1,250H
ii．利用キャパシティ
＜期間１＞
プリプレス：製品Ａ　1,005H/２部× 50部＝ 125H
プレス　　：製品Ａ　1,025H/２部×50部＝ 625H
＜期間２＞
プリプレス：製品Ａ　1,005H/２部×100部＝ 250H
プレス　　：製品Ａ　1,025H/２部×100部＝ 1,250H
iii．未利用キャパシティ
＜期間１＞
プリプレス：製品Ａ　1,250H－1,125H＝ 125H
プレス　　：製品Ａ　1,250H－1,625H＝ 625H
＜期間２＞
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プリプレス：製品Ａ　1,250H－1,250H＝ 0H
プレス　　：製品Ａ　1,250H－1,250H＝ 0H
iv．キャパシティコスト
プリプレス（40円/H） 40円/H×（250＋250）H＝ 20,000円
プレス　　（80円/H） 80円/H×（1,250＋1,250）H＝ 200,000円
ｖ．未利用キャパシティコスト
プリプレス（40円/H） 40円/H×125H＝ 5,000円
プレス　　（80円/H） 80円/H×625H＝ 50,000円
製品Ａだけを期間１に50部、期間２に100部製造したときには、上記のように未利用キ
ャパシティ（プリプレス125Ｈ、プレス625Ｈ）に対応した未利用キャパシティコストがそ
れぞれ5,000円、50,000円、計55,000円発生する。キャパシティ・モデルにより未利用キャ
パシティが抽出され、経営者としてはこれを活用するための方策を考えることができる。
２　未利用キャパシティ発生の回避　
次に、未利用キャパシティの発生を回避する意思決定を考える。それは、製品Ａを期間
１に50部、期間２に50部、計100部生産するという意思決定である。その結果、未利用キ
ャパシティの発生は回避され、100,000円の利益を得ることになる。つまり、期間２の需
要を満たすために、製品Ａを100部生産するのに必要なキャパシティを投入することは、
企業にとって最適な意思決定とはならない。製品Ａ100部の生産のために必要なキャパシ
ティを投入しなければ、会社の利益は5,000円増加して100,000円になるからである。
未利用キャパシティの発生を回避する意思決定は、製品Ａの50部にだけキャパシティを
投入することである。その結果、２期間において未利用キャパシティを発生させることな
く100,000円の利益を生み出すことが可能となる。製品Ａをもう１部生産するためには、
どんな追加的なキャパシティも会社に2,200円（５時間×40円/時間＋25時間×80円/時間）
のキャパシティコストを課すことになるが、一方で2,100円の利益を生み出す。なぜなら
ば、この追加的なキャパシティは期間２においてだけ有用だからである。これを損益計算
書の形式で示すと【Ｂ案】の通りである。
【Ｂ案】未利用キャパシティ発生の回避
期間１　　　　　　　　期間２　　　　　　　　合計
売 上 高 2,100円/部×50部 2,100円/部×50部 210,000円　　　　
＝105,000円 ＝105,000円
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製品原価 110,000円
利　　益 100,000円
ここで、全部原価による損益計算書とキャパシティ・モデルによる損益計算書を作成し
て比較すると次のとおりである。キャパシティ・モデルによる損益計算書により、未利用
キャパシティ発生の回避が確認できる。
全部原価　　　　　　キャパシティ・モデル
売 上 高 210,000円 210,000円
製品原価 110,000円 110,000円
差　　引 100,000円 100,000円
未利用キャパシティコスト ――― 0円
利　　益 100,000円 100,000円
このときのキャパシティの動きについて考察する。需要量：期間１（Ａ50部、Ｂ25部）、
期間２（Ａ100部、Ｂ50部）のもとで、製品Ａのみ（１期50部、２期50部）を製造・販売
した場合の、ｉ．期間１において準備されたキャパシティ、ii．利用キャパシティ、iii．
未利用キャパシティ、iv．キャパシティコスト、ｖ．未利用キャパシティコストは、それ
ぞれ次の通りである。
ｉ．期間１において準備されたキャパシティ
＜期間１＞
プリプレス：製品Ａ　1,005H/２部×50部＝ 125Ｈ
プレス　　：製品Ａ　1,025H/２部×50部＝ 625Ｈ
＜期間２＞
プリプレス：製品Ａ　1,005H/２部×50部＝ 125Ｈ
プレス　　：製品Ａ　1,025H/２部×50部＝ 625Ｈ
ii．利用キャパシティ
＜期間１＞
プリプレス：製品Ａ　1,005H/２部×50部＝ 125Ｈ
プレス　　：製品Ａ　1,025H/２部×50部＝ 625Ｈ
＜期間２＞
プリプレス：製品Ａ　1,005H/２部×50部＝ 125Ｈ
プレス　　：製品Ａ　1,025H/２部×50部＝ 625Ｈ
iii．未利用キャパシティ
＜期間１＞
プリプレス：製品Ａ　1,125H－125H＝ 0Ｈ
プレス　　：製品Ａ　1,625H－625H＝ 0Ｈ
＜期間２＞
プリプレス：製品Ａ　1,125H－125H＝ 0Ｈ
プレス　　：製品Ａ　1,625H－625H＝ 0Ｈ
iv．キャパシティコスト
プリプレス（40円/H） 40円/H×（125＋125）H＝ 10,000円
プレス　 （80円/H） 80円/H×（625＋625）H＝ 100,000円
ｖ．未利用キャパシティコスト
プリプレス（40円/H） 40円/H×0H＝ 0円
プレス　 （80円/H） 80円/H×0H＝ 0円
未利用キャパシティの発生を回避するためには、製品Ａだけを期間1に50部、期間２に
50部生産することが必要である。その結果、【Ｂ案】は【Ａ案】に比べ5,000円だけ利益が
増加している。かりに需要があったとしても、未利用キャパシティの発生を回避するよう
な生産量の組み合わせを考えることにより、利益の増額を図ることが可能となるのである。
すなわち、全部原価情報による当初の意思決定は修正されなければならない。
３．未利用キャパシティの活用
最後に、未利用キャパシティを活用する意思決定を考える。それは、製品Ａを期間１に
50部、期間２に70部、計120部、製品Ｂを期間１に25部、期間２に0部、計25部生産すると
いう意思決定である。その結果、未利用キャパシティの一部が活用され、103,000円の利
益を得ることになる。つまり、全部原価情報によれば採用されることのなかった製品Ｂを
生産、販売することによって、会社の利益は3,000円増加し103,000円になるのである。こ
のとき留意すべき点は、キャパシティとなる資源が短期的に変更不可能な場合には、それ
ぞれの製品ごとに利用可能な総キャパシティの活用を考えるのではなく、製品群全体とし
てキャパシティの活用を考えなければならないという点である。
製品群全体として利用可能な総キャパシティの活用を考えた場合、製品Ｂは全部原価に
よって考えれば利益を獲得できないが、期間１において製品Ｂを25部生産することが企業
にとって最適な意思決定となる。それは、製品Ｂを製造するために未利用キャパシティを
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利用することが可能だからである。これを損益計算書の形で示すと【Ｃ案】の通りである。
【Ｃ案】
期間１　　　　　　　　期間２　　　　 合計
売上高（製品Ａ） 2,100円/部×50部 2,100円/部×70部
＝105,000円 ＝147,000円　　　
（製品Ｂ） 200円/部×25部 200円/部×0部
＝5,000円 ＝0円
小計 110,000円 小計 147,000円 257,000円
製品原価 154,000円
利　　益 103,000円
ここで、全部原価による損益計算書とキャパシティ・モデルによる損益計算書を作成し
て比較すると次のとおりである。キャパシティ・モデルによる損益計算書により、未利用
キャパシティの一部が活用されていることがわかる。
全部原価　　　　　　キャパシティ・モデル
売 上 高 257,000円 257,000円
製品原価 154,000円 149,000円
差　　引 103,000円 108,000円
未利用キャパシティコスト ――― 5,000円
利　　益 103,000円 103,000円
このときのキャパシティの動きについて考察する。需要量：期間１（Ａ50部、Ｂ25部）、
期間２（Ａ100部、Ｂ50部）の下で、製品Ａ（期間１に50部、期間2に70部）、製品Ｂ（期
間１に25部、期間２に０部）を製造・販売した場合の、ｉ．期間１において準備されたキ
ャパシティ、ii．利用キャパシティ、iii．未利用キャパシティ、iv．キャパシティコスト、
ｖ．未利用キャパシティコストは、それぞれ次の通りである。
ｉ．期間１において準備されたキャパシティ
＜期間１＞
プリプレス：製品Ａ換算　05H/２部×70部＝ 175H
プレス　　：製品Ａ換算　25H/２部×70部＝ 875H
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＜期間２＞
プリプレス：製品Ａ換算　05H/２部×70部＝ 175H
プレス　　：製品Ａ換算　25H/２部×70部＝ 875H
ii．利用キャパシティ
＜期間１＞
プリプレス：製品Ａ　05H/２部×50部＝ 125H
製品Ｂ　04H/２部×25部＝ 50H 175H
プレス　　：製品Ａ　25H/２部×50部＝ 625H
製品Ｂ　15H/２部×25部＝ 187.5H 812.5H
＜期間２＞
プリプレス：製品Ａ　5H/2部×50部＋5H/2部×20部＝ 175H
製品Ｂ ― 175H
プレス　　：製品Ａ　25H/2部×50部＋25H/2部×20部＝ 875Ｈ
製品Ｂ ― 875H
iii．未利用キャパシティ
＜期間１＞
プリプレス：175H－175H＝ 0H
プレス　　：875H－812.5H＝ 62.5H
＜期間２＞
プリプレス：175H－175H＝ 0H
プレス　　：875H－875H＝ 0H
iv．キャパシティコスト
プリプレス（40円/H） 40円/H×（175＋175）H＝ 14,000円
プレス　　（80円/H） 80円/H×（875＋875）H＝ 140,000円
ｖ．未利用キャパシティコスト
プリプレス（40円/H） 40円/H×0H＝ 0円
プレス　　（80円/H） 80円/H×62.5H＝ 5,000円
未利用キャパシティを活用するためには、製品Ａを期間１に50部、期間２に70部、計
120部、製品Ｂを期間１に25部、期間２に0部、計25部生産することが必要である。その結
果、【Ｃ案】は【Ａ案】に比べ8,000円利益が増加する。製品需要と未利用キャパシティ量
を考慮して生産量の組み合わせを考えることにより、利益の増額を図ることが可能となる。
つまり、全部原価情報による当初の意思決定はさらに修正されたことになる。
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このように企業にとって最適なキャパシティの投入量は、それぞれの製品ごとに利用可
能な総キャパシティの活用を考えるのではなく、未利用キャパシティコストの情報を利用
して、製品群全体として利用可能な総キャパシティの活用を考えなければならない。製品
Ｂの利益はマイナスであるが、それは製品価格がその製品の資源消費に基づいて割当てら
れたキャパシティコストよりも低いからである。
しかし、先に示したように期間１においてこの製品を製造するために未利用キャパシテ
ィを使うことは、企業全体にとって利益をもたらす。つまり、特定の製品について未利用
キャパシティが発生していて、この未利用キャパシティが他の製品の需要を満たすために
使用することができるならば、製品群全体として未利用キャパシティを活用する意思決定
が求められるのである。
おわりに
キャパシティとなる資源が会社の必要に応じて随時取得できる場合には、すべてのキャ
パシティとなる資源コストが変動費として扱うことができるため、未利用キャパシティの
発生は回避できる。したがって、キャパシティの投入問題は容易に製品レベルの問題に分
解して解決を図ることが可能となる。つまり、キャパシティとなる資源の機会原価が数期
間にわたって一定となるため全部原価は変動費と考えられ、キャパシティの投入問題や製
品ミックスの決定にとって未利用キャパシティの考慮は不要となる。
しかし、投入されたキャパシティとなる資源が短期的に固定される場合には、会社とし
てキャパシティの投入段階でキャパシティとなる資源を確定しなければならず、会社が計
画したコスト構造の中には当然固定費が埋め込まれることになる。このとき、投入された
キャパシティがキャパシティとなる資源の需要を超過する期間においては、会社は利用可
能な総キャパシティを各製品間に最適に配分しなければならない。したがって、投入され
たキャパシティとなる資源が短期的に固定される場合には、キャパシティの投入や製品ミ
ックスの決定問題は、「製品原価に算入しない未利用キャパシティ」の測定と最適な配分
が求められる。
本稿では事例を通して、準備されたキャパシティ、利用キャパシティ、未利用キャパシ
ティそれぞれのキャパシティの動きを観察しながら、実際に利用されたキャパシティコス
トと未利用キャパシティコストの測定を行った。そして、この未利用キャパシティ情報を
利用して、未利用キャパシティを回避ないし活用するプロセスを確認した。こうした考え
方は、特に会社の急成長段階、あるいはリストラクチャリングを実施する際、必要とする
キャパシティが大きく変化する期間における、キャパシティの投入や製品ミックスの決定
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問題の解決にあたって重要な意味をもつものと考える。全部原価情報をはじめ未利用キャ
パシティ情報を利用して経営者の意思決定を修正し、企業の収益性を高める要請がより強
まるからである。
【注】
（1）印刷物の製作工程は大きく、①企画・デザインや製版などのプリプレス工程、②印刷を中心とした
プレス工程、③製本・加工を中心とするポストプレス工程の３つに分かれる。プレス（印刷）前の工
程という意味で、企画・デザインや製版の諸工程はプリプレス工程と呼ばれている。
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